
とよかわ市民協働基本方針実施計画 補助事業一覧 

番号 
事業名 

（主管課等） 
補助先 事業目的・実施内容 課題や今後の方針 自己評価 自己評価の理由 

(例) 

地区集会施設建設等事業費

補助 

（市民協働国際課） 

諏訪４部町内会、麻生田町内

会、小田渕町内会、東本町町

内会、下佐脇町内会、八幡町

内会、上宿町内会、千両町内

会 

地域社会の健全な発展を図るため、町内会又は連区

等の自治組織に対して、地区集会施設建設等を行っ

た場合に一部を補助します。 

土地取得：１件 ２，２５０千円 

空調設備設置工事：３件 ４１８千円 

改修工事：５件 ２，３５８千円 

放送設備設置工事：１件 １１３千円 

平成２８年度は、土地取得を始め１０件の申請が

ありました。今後も継続して補助事業を実施しま

す。 

 

５ 

改修等によって、集会場等の利

便性が高まり、より活発な町内

会活動が行われるようになっ

た。 

１ 

老人クラブ運営補助 

（介護高齢課） 

各老人クラブ及び老人クラブ

連合会 

老人クラブ及び老人クラブ連合会が、ボランティア

活動、生きがいを高めるための各種活動、健康づく

りを進めるための各種活動、その他の社会活動を総

合的に実施することにより老人福祉を向上させる

ことを目的に、老人クラブ及び老人クラブ連合会

が、ボランティア活動、生きがいを高めるための各

種活動、健康づくりを進めるための各種活動、その

他の社会活動を総合的に実施するのに必要な経費

を対象に補助金を交付する。 

 

今年度も引き続き継続した。 

今後も老人クラブ及び老人クラブ連合会が、各種

活動を総合的に実施するのに必要な経費を対象

に補助金を交付し、各種活動を実施することによ

り老人福祉の向上を図る。 
3 

左記事業目的・実施内容につい

て、各活動は計画通り行われて

おり、市補助金もその目的のた

めに適切に使用されているた

め。 

２ 

東三河演劇祭市民創作劇の

製作に対する補助 

（文化振興課） 

東三河演劇祭実行委員会 豊川市を題材とした市民創作劇の制作費の一部に

対して補助を行う。 

補助金支給額 １２０万円 

今年度も引き続き継続した。 

演劇を制作し発表するという長期間を要する事

業ながら、定着する方向が感じられる。 

4 

年代的にも経験的にも幅広い参加

者を獲得したうえで、公演も成功

裡に終えることができた。 

※対象団体や参加者人数など、事業の目的に対し

て、経年比較できるような、具体的な数値を記

入するように心掛けてください。 

 なお、あらかじめ記入されている事業内容につ

いては、過去の資料等から市民協働国際課で抜

粋したものであり、適宜訂正をしてください。 
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３ 

地域バス路線に係る地域協

議会補助 

（人権交通防犯課） 

地域バス路線に係る地域協議

会 

地域の実情に即した地域路線の運行について調査・

検討し、地域に必要な路線の運行を地域で支え、確

保するために設置。地域の実情に即した地域路線の

運行について、調査・検討を実施する。 

補助事業については、平成２２年度より４年を限

りに実施しており、平成２５年度をもって終了し

ている。なお、各地域協議会（一宮・音羽・御津・

御油地域）には、市職員がオブザーバーとして参

加することで、引き続き、地域住民の主体的な取

組みを支援していく。 

５ 

地域ごとに、住民の声を反映し

た輸送サービスの実現に向け

て、一部、路線の見直しを行うな

ど、積極的に取り組むことがで

きた。また、住民との連携による

公共交通利用意識の向上を目指

し、地域のバスを守る意識を高

めるべく意見交換会を実施し

た。 

４ 

交通安全指導隊交付金 

（人権交通防犯課） 

交通安全指導隊  地域内の交通安全のために地元市民で組織され

た交通安全団体（分隊）の活動と全 26 分隊の統一

的活動を支援するため、交付金を給付する。 

 

任期の２年で交代をしてしまう分隊もあるため、

円滑な引継ぎができるように各分隊に対する説

明等の配慮が必要である。 

５ 

ゼロの日や四季の交通安全運動

期間等での街頭監視や啓発活動

を通して、市民の交通安全意識

を高めることができた。 

５ 

校区安全なまちづくり推進

連絡協議会補助 

（人権交通防犯課） 

校区安全なまちづくり推進連

絡協議会 

各小学校区の安全なまちづくり（交通安全・防犯対

策）活動推進の一助となすために活動費補助を実施 

 

毎年会長が交代するため、活動内容が円滑に引継

がれるように、概要の説明や資料等を提供して行

く必要がある。 

５ 

各校区内で、地域の実情に即し

た交通安全及び防犯の啓発活動

を実施することができた。 

地域住民のつながりができ、安

全なまちづくりの推進につなが

った。 

６ 

防犯ボランティア団体活動

費支援補助 

（人権交通防犯課） 

防犯ボランティア団体 啓発活動、自主防犯活動、環境整備活動の三種の活

動内容のうち、二種以上の活動を実施する団体に補

助金を支給。 

 

補助金だけでは対応できない部分について、資材

購入等を含め、どういった支援ができるのか検討

する必要がある。会員の高齢化により、いかに活

動を継続していくかが課題である。 ５ 

防犯意識の向上や不審者を寄せ

付けない環境づくりに効果があ

った。 

また、地域住民に対して活動の

ＰＲができ、より意識の向上に

つながった。 

７ 

観光ボランティアガイド補

助 

（商工観光課） 

観光ボランティア 観光のまち「豊川市」を前面的にアピールし、口コ

ミによる観光客の誘致・増加を図ることを目的に、

豊川市観光協会が主体となり、民間主導型の観光ガ

イドを実施するため、経費を補助する。 

ボランティアガイド登録者数：10 名 

ガイド利用者数：豊川稲荷 6,081 人、東海道 232

人、牛久保 63 人、砥鹿神社 31 人 

一昨年より砥鹿神社（里宮）観光ボランティアガ

イドも新たに発足し、人気を博している。しかし

ながら依然として豊川稲荷ガイドの高齢化、東海

道ガイドを始めとする人員不足等ボランティア

ガイドの育成・増員が課題である。 

 

４ 

各施設におけるガイドの評判は

よいが、次代の育成が課題とし

て残るため。 
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８ 

消費生活学校等補助 

（商工観光課） 

消費者団体 消費者の主体的活動を促し、消費生活や公共サービ

ス等を研究し、暮らしの向上を図るため、消費者団

体が、営利を目的とせずに行う年間行事に対し補助

金を交付する。 

年々変化していく消費生活や公共サービス等を

各消費者団体は、積極的かつ主体的に研究をして

おり、知識習得の向上や実践に努めている。 

今後も、補助金を始め、工場見学等に積極的に関

わっていく。 

３ 

各消費者団体は行事について積

極的に年間の事業計画を立案、

実施ができている。予算につい

ても適正で、各役員に負担なく

事業が実施されている。 

９ 

自警団連絡協議会補助 

（消防本部総務課） 

自警団連絡協議会 会員の２３自警団相互の緊密な連絡協調並びに防

火体制の確立を図り、地域住民の福祉の増進に寄与

することを目的とする 

 

事業目的・実施内容どおり、自警団相互の緊密な

連絡協調並びに防火体制の確立していくことは、

今後も継続すべきことである。 
５ 

 

昨年度に引き続き自警団連絡

協議会を行うことで、各自警団

の防火意識の向上が連絡協議会

を通して見られたため。 

10 

とよかわオープンカレッジ

の活動支援補助 

（生涯学習課） 

とよかわオープンカレッジ 

 

知識・特技などをもった市民が講師となり、学びた

い市民が受講生となる学習者同士のつながりによ

って育まれる市民参加型の生涯学習講座を開催し、

市民の生涯学習へのきっかけづくりとなる機会を

つくることを目的に、その活動を支援するため補助

する。 

平成２８年度前期 １７６講座 ２，３２６名 

平成２８年度後期 １８１講座 ２，３１５名 

特別講座 全２回  １９５名 

市民参画型の生涯学習システムとして平成２１

年度に始まったとよかわｵｰﾌﾟﾝｶﾚｯｼﾞは、プリオ生

涯学習会館を主会場とし、順調に発展してきた。

しかし、講座数の拡大とともに会場の確保に課題

も生じている。 ５ 

従来の通常講座に加え、生涯学

習成果発表会や特別講座等、多

くの集客があり、また講座数や

受講者数についても増加したた

め。 

11 

夏の献血・冬の献血・盆踊り

大会・社会事業補助 

（生涯学習課） 

青年団協議会 献血は、若者の献血者数減少に歯止めをかけるため

に実施。盆踊り大会及び社会事業は、市民との交流

を通して青年団のＰＲを図り、団員相互の親睦を深

めるため、その事業費を補助する。 

開催日：６月と１２月に開催 

 

青年団員の減少の傾向を補うため、豊川工業高校

ボランティア部と連携し、事業の活性化をはかっ

ている。 

５ 

工業高校ボランティア部や福祉

団体と協力・連携しながら事業

を行うことができた。市民同士

の交流の場として盆踊り大会を

復活させることができた。 

12 

子ども会連絡協議会活動補

助 

（生涯学習課） 

子ども会連絡協議会 単位子ども会の連携を強化するとともに、活動を円

滑にし、かつ、子ども会員の指導者ならびに各単位

子ども会のジュニアリーダー組織を育成すること

を目的に、活動費を補助する。 

豊川市子ども会連絡協議会ジュニアリーダーズ

クラブの人員が減少傾向にあり、今後の継続活動

に課題が残る。 

次期ジュニアを育てるために、年少リーダー（小

学生）の育成等の対応を検討している。 

４ 

年間を通じて、予定されていた

事業を完遂い、円滑な事業運営

を行うことができたため。 
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13 

校区青少年健全育成推進協

議会補助 

（生涯学習課） 

校区青少年健全育成推進協議

会 

各小学校区で青少年健全育成活動の拡充を図り、各

小学校の実情に合わせ、地域性に即した青少年健全

育成活動を実施するため、協議会に対して補助を行

う。 

地区ごとに特色のある活動を行っていただいて

いるが、実働部隊である少年指導委員の人選に苦

慮している地区もある。 

４ 

地区ごとに事情にあった継続的

な取り組みや政策が行われてい

るため。 

14 

地域活動交付金 

（市民協働国際課） 

186 町内会 地区のつながりを深めたり、安全・安心なまちづく

りに努めたり、官公署の事業や行事の伝達を行う町

内会活動を奨励するとともに、広報紙配布や各種委

員の推薦など市からの依頼事項を調整する町内会

との連携を深め、もって地域の活性化と町内会の健

全な発展を図るために交付金を補助する。 

町内会数：１８６町内会 

交付金額（総額）：１２７，８２２千円 

例年どおり市内の全町内会に交付しました。今後

も継続して交付金の補助を行います。 

 

５ 

交付金によって円滑な町内会活

動、まちづくりが行われており、

交付は適切であったと評価す

る。 

15 

地区集会施設建設等事業費

補助 

（市民協働国際課） 

諏訪４部町内会、麻生田町内

会、小田渕町内会、東本町町

内会、下佐脇町内会、八幡町

内会、上宿町内会、千両町内

会 

地域社会の健全な発展を図るため、町内会又は連区

等の自治組織に対して、地区集会施設建設等を行っ

た場合に一部を補助します。 

土地取得：１件 ２，２５０千円 

空調設備設置工事：３件 ４１８千円 

改修工事：５件 ２，３５８千円 

放送設備設置工事：１件 １１３千円 

平成２８年度は、土地取得を始め１０件の申請が

ありました。今後も継続して補助事業を実施しま

す。 

 ５ 

改修等によって、集会場等の利

便性が高まり、より活発な町内

会活動が行われるようになっ

た。 

16 

市民協働推進事業補助金 

（市民協働国際課） 

国府中町区町内会、中部小学

校校区会、諏訪連区町内会、

赤坂町内会、赤坂台自治会、

国府中町ホタルをとばそう会 

市民の連携強化を図るとともに、市民協働によるま

ちづくりの推進を図るため、市民活動団体や地縁組

織（連区・町内会）が提案する『協働事業』に対し 

て、必要経費の一部を補助します。 

対象件数：６件 

補助金額（総額）：７１１千円 

申請団体が固定化されてきており、様々な市民活

動団体等に申請してもらえるよう周知ＰＲをし

ていきたい。  

 

 

５ 

平成２７年度は対象にならなか

った４月、５月に開始する事業

が対象事業となるよう、公開プ

レゼンテーションを前倒して

（前年度末に）実施することで

対応した。  

17 

町内会加入促進活動事業補

助金 

（市民協働国際課） 

光輝町内会、西桜木町内会 地域コミュニティの活性化を図るため、連区、町内

会又はそれに準ずる組織が加入促進を図るため実

施する事業に必要となる経費に対し、予算の範囲内

において交付します。 

対象件数：２件 

補助金額（総額）：１３１千円 

イベントといった一過性の企画もので完結する

のではなく、今回のイベントで得た各種情報や未

加入者の反応を共有・フォローし、各町内会が継

続的に加入促進活動を展開することが求められ

ます。 
４ 

今年度は、イベントを通じた町

内会未加入者の参加を促すだけ

でなく、町内会独自の加入啓発

冊子を作成に補助金を活用し、

分譲住宅用地購入者を含め、未

加入世帯への加入活動を展開

し、町内会加入に繋げる活動を

後押しすることができた。 

 


